
出典：厚生労働省「平成30年度能力開発基本調査」
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どのようなキャリアを構想すべきかが分からないという労働者は約2割

自己啓発に際しての課題



年齢が上がるにつれて、仕事への意欲は下がっていく

年齢別の仕事への意欲

出典：厚生労働省「平成20年度労働経済白書」
18

年齢階級別仕事意欲 D.I.



出典：APAC 就業実態・成長意識調査（2019年）
令和元年8月（パーソル総合研究所調べ）

※対象地域 (クアラルンプール)、シンガポール、ベトナム(ハノイ、ホーチミンシティ)、インド(デリー、ムンバイ)、オーストラリア(シドニー、メルボルン)、ニュージーラン
ド
※日本のデータは、別途実施した「働く1万人の就業・成長定点調査2019」から東京、大阪、愛知のデータを抽出して利用(2019年2月実施)

日本では、現在の仕事に対する満足度は高くない

仕事に対する満足度
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日本企業は、従業員に対する「学び直しへの支援」や「兼業・副業の経験」に対して消極的

出典：「人生100年時代のキャリア形成と雇用管理の課題に関する調査」
令和2年5月（独立行政法人労働政策・研修機構）

企業が従業員のキャリア形成に関して重視する事項

20



出典：厚生労働省「平成30年度能力開発基本調査」
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企業における教育訓練休暇制度の導入状況

教育訓練休暇制度を導入している企業は1割未満に留まる



l 60歳まで転職経験がない人の割合は、男性では32％、女性では6.5％

l 大企業に勤めている従業員は全体の約3割

l 企業規模が小さいほど、中途採用比率が高い（中小企業では5,000人以上の大企業の約2倍）

出典：シニアガイド（https://seniorguide.jp/article/1148555.html）
（リクルートワークス「全国就業実態パネル調査2017」を基にシニアガイド編集部作成）

23.3%

58.5%

59.6%

62.6%

76.7%
41.5%
40.4%
37.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

300人未満

1,000人未満

5,000人未満

5,000人以上
新卒採用比率

企業規模別新卒・中途採用比率

転職経験がない人の割合 企業規模別従業者数

（男性）

（女性）

出典：2019年度版中小企業白書
平成31年4月（中小企業庁）

出典：第88回労働政策審議会職業安定分科会雇用対策基本問題部会資料より
令和元年9月（厚生労働省）

終身雇用の現状
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テクノロジーの進展や感染症拡大が職業に及ぼす影響

AI等のテクノロジーが促してきた、人間が担う職業やタスクの新陳代謝は、感染症拡大の影響に
より、更に加速する可能性がある

出典：財務総合政策研究所「財務総研スタッフ・レポート」（2020年5月）

出典：日本経済新聞ウェブサイト「新常態「その仕事、AIで」 定型業務の求人30%減」（2020年7月）

感染症拡大による業種別の経済インパクトと日本の
就業者数・雇用者数
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社会のニーズに対するリカレント教育の対応状況

出典：日本経済新聞「再教育でデジタル人材育成 欧米が公的支援、日本は遅れ」
令和2年9月21日

労働市場のニーズをリカレント教育（再教育）にどれだけ反映できているかに関する国際比較
の結果、日本はOECD加盟国で最下位

※将来必要となる技能を定期評価する仕組みの
企業における整備状況や、最新スキルを学べる
プログラムを従業員に提供する企業の割合等を
評価し、最大値が1となるよう指標化



出典：文部科学省「OECD国際成人力調査 調査結果の概要」
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読解力と職業・賃金との関係

l 日本の労働者は、職業の種別によらず、米国・ドイツと比較して高い読解力を有する

l 読解力が高いほど賃金も高くなる傾向があるところ、日本における賃金はOECD平均よりも低い

l これらを踏まえると、日本では、高い社員スキルを企業がうまく活用できていない可能性がある

読解力



出典：（独）労働政策研究・研修機構「日本労働研究雑誌（No721）」よりCSTI事務局作成

宇都宮大学教授佐々木英和氏は「日本のリカレント教育政策の潜在的な足枷」と
して以下の３点を指摘

①法律論的な文脈において、リカレント教育を純粋な教育政策として位置づけに
くかったこと

②「リカレント教育の機会を享受する主体が、成人・社会人・職業人であるた
め、子どもの教育を第一義に考えがちな教育関係者の興味を引かない」こと

③教育概念をめぐる通俗的な思い込みとして、「社会人は（中略）、必要なとき
には独学を進めたり自分で教育機会を探したりせざるをえず、自己責任に帰さ
れてしまい、社会的な条件整備にほとんど期待できない」こと

【教育基本法（抄）】
第１条 教育は、人格の完成を目指し、平和で民主的な国家及び社会の形成者
として必要な資質を備えた心身ともに健康な国民の育成を期して行われなけれ
ばならない

26

リカレント教育政策の潜在的なボトルネック



出所：厚生労働省資料より抜粋（下線は三菱総合研究所）
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職業情報提供サイト（日本版O-NET）の概要



n職業解説（テキスト情報）に加えて、タスク別実施率やスキル・知識等の
必要度合い等の情報が統一基準で数値化

大領域 中領域 データ項目数

01 名称・分類領域
01 名称 1
02 別名 5
03 職業分類 3
05 類似職業名 5

02 解説領域
01 解説 3
02 用語 10
03 用語説明 10

03 数値プロフィール
領域

01 興味 6
02 価値観 10
03 基盤スキル 14
04 職能横断的スキル 25
05 体系的知識 33
06 仕事の性質 25
07 学歴 9
08 入職前の訓練期間 10
09 入職前の実務経験 10
10 入職後の訓練期間 10

04 タスク領域 01 タスク内容 25
02 タスク実施率 25

05 資格領域 01 資格 10
06 情報技術と道具・

機材領域
01 情報技術スキル 20
02 道具・機材 20

07 官公庁統計データ 01 官公庁統計データ 4
合計 293

テ
キ
ス
ト

項
目

数
値
項
目

…×
統一基準で

数値化 491
職業

O-NET収録職業一覧

出所：厚生労働省資料より三菱総合研究所作成

日本版O-NETに蓄積される職業情報データ
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サイト本体部分

職業情報検索機能

検索結果表示機能

自己理解支援・人
事管理支援機能

その他の機能

管理機能

検索機能

データ提供機能

他サイトとの
情報連携に
関する機能

フリーワード検索
職業分野検索

写真・動画による検索
テーマ別検索

身近な場面による検索
スキル・知識等による検索

免許・資格による検索
検索結果一覧表示

職業情報の詳細表示
キャリア分析

人材採用支援
人材活用シミュレーション

マイリスト
職業アクセスランキング

アンケート
アクセス解析

CMS
Web-APIによる検索

XML・JSONデータ提供
CSVデータ提供

検索

データ提供

付随
サービス

29

日本版O-NETの機能一覧

出所：厚生労働省資料より三菱総合研究所作成



n O*net Program：職業・労働者要件に関する情報の収集・配信を行うための包括的な
システム

n 1998年以降、連邦労働省雇用訓練局（ETA）が運用

労働者
特性

労働者
要件

労働力
特性

資格・経験
要件

職業要件 職業特殊
情報

O*NETウェブ
サイトを通じた

直接的な
情報提供

O*NETデータを
活用した官民

サービス

連邦・地方政府機関
公的な労働力投資システム
キャリア情報システム

O*NET Database

O*NET OnLine

My Next Move

O*NET Career Tools

O*NET Training Academy
O*NET Code Connector

教育・研究機関
民間企業・民間デベロッパー
国際的なユーザー※直接的な情報提供に加えて、官民サービスの

ためのデータ基盤としての間接的な役割も大きい
出所："O*NET Data Collection Program”

より三菱総合研究所作成

O*NETコンテント・モデル

米国O*NETの概要
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３．新たな社会システムに求められる人材育成と資金循環

イノベーションを創出し、その源泉となる「知」を発見することにより、新たな社会を構築・発展させていくためには、失敗
を許容する社会の醸成と、知識とデータから価値を生むことに果敢に挑む人材の拡大が求められる。

（中略）

（１）新たな社会で活躍する人材育成

(a) 現状認識
近代以降の教育システムの中で、一律一様に同水準の人材を輩出することで国力を高めてきたモデルは、長期にわたる成功体

験に縛られ、変化や新陳代謝がないまま、制度疲労を起こしており、現代社会の要請に沿わないものとなっている。
コロナ禍により弊害も露呈してきており、他律的な「教育」から自律的な「学び」への転換が進みつつある。将来の不確実性

が高いVUCA社会においては、「変化対応力」、「課題設定力」を持つ人材の育成が急務である。
また、社会や産業構造がこれまでにも増して急速に変化し続け、労働者に求められる知見や視座が大きく変化しており、一方

で人生100年時代となる中で知識のライフサイクルがますます短期化している。多様な生活様式に即した働き方により、性別・年
齢・身体的ハンデにかかわらず全ての個人が持つ能力が最大限発揮される社会を実現（潜在的な才能と情熱を解放）すべきであ
る。

(b) あるべき姿
初等中等教育段階では、数理・データサイエンス・AIリテラシー等に関する教育が充実され、市民一人一人が、自ら考え、判

断し、創造していくための素養が育まれる。
高等教育段階では、大学が知識集約型の価値創造の中核として、人材育成機能を担う。社会の変化に即応できる文理の区分を

超えた教育を推進し、研究者、イノベーションの担い手など、時代を牽引する幅広い人材を育成していく。
教育システム全体として、教育の個別最適化を可能とするデジタル・トランスフォーメーションが進む。従前の一律一様に大

人数を対象とする教育から、個別に一人一人の理解度や好奇心に応じて、主体的な学びへの転換をテクノロジーが実現する。こ
うした中で、「出る杭」が次々と育ち、成長していく環境が実現する。

異なる環境での新しい発見にもつながる兼業、副業、転職等の複線型のキャリアパスにより、「知」の循環が促進される。希
望する全ての者が、多様で質の高いリカレント教育を受けられる環境が実現される。

あわせて、科学技術があらゆる人々に深く関わっている現代において、科学技術の恩恵だけでなくその限界や不確実性の理解
も含め、多層的な科学技術コミュニケーション活動が我が国において実施されている。

「検討の方向性（案）」における関連記載（抜粋）①
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(c) 具体的な取組

【目標・指標の例】
• 数理・データサイエンス・AIリテラシーを持った人材の育成数
• 小中学校におけるICT教育の普及率
• 起業家教育を受講している学生数
• 博士課程に在籍する社会人学生の分野別の人数・割合

① STEAMなど新たな社会に必要なリテラシーの獲得
• 初等中等教育段階からのSTEAM教育の充実
• 科学技術リテラシーの向上、多層的な科学技術コミュニケーション活動の推進

② 知識集約型社会における学び直しの場の創出と人材の流動性・多様性の確保
• 知識集約型価値創造の実現に必要となる知見や視座を獲得できるリカレント教育の推進
• 兼業、副業、転職、更にはクロスアポイントメント等の複線型のキャリアパスの実現、「知」の循環の促進
• 性別・年齢・身体的ハンデにかかわらず、個人の能力を最大限発揮できる環境の整備
• 人材育成等に係る具体的取組についての産学官による議論の場の設置
• 重要分野における大学でのリカレント教育の在り方の検討

③ イノベーション創出を担う人材の育成
• イノベーション創出に関わるマネジメント人材や、システム・事業のデザインを担うアーキテクト、ベンチャー・キャピ

タル等の投資人材の育成
• オープン・イノベーションの推進
• アントレプレナーシップ教育の推進

「検討の方向性（案）」における関連記載（抜粋）②
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